
３ 水道施策の推進について 

1 



新水道ビジョンの策定 
 現行水道ビジョンの策定から7年以上が経過 
 人口の減尐、東日本大震災など、水道を取り巻く環境が変化 

 
 新水道ビジョン策定検討会を設置して検討を開始 

新水道ビジョン策定検討会 
 

 浅見 真理 国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 
 岡﨑 徹  全日本水道労働組合 執行委員長 
 岡部 洋  社団法人日本水道工業団体連合会 上級アドバイザー 
 尾﨑 勝  社団法人日本水道協会 専務理事 
 木暮 昭彦 埼玉県保健医療部生活衛生課（水道担当） 主幹 
 佐藤 裕弥 浜銀総合研究所 地域戦略研究部 地域経営研究室 室長 
（座長） 滝沢 智  東京大学大学院 工学系研究科 都市工学専攻 教授 
 長岡 裕  東京都市大学 工学部 都市工学科 教授 
 服部 博光 一般社団法人 水道運営管理協会 代表理事 
 平田 水夏 横浜市水道局「水のマイスター」 
 吉岡 律司 岩手県矢巾町上下水道課業務係 主査 
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新水道ビジョンの策定 

新水道ビジョンの視点 

 50年、100年先を見据え、課題解決の方
向性を示す 

 国、都道府県、水道事業者等の役割分担
を明確に示す 

 東日本大震災を踏まえ危機管理のあり方
を検討 

 老朽化に対する更新需要、人口減尐への
対応、アセットマネジメントの活用、使用エ
ネルギーの低減などを踏まえた水道の運
営基盤の強化を検討 

 有害物質対策、小規模水道の管理など安
全な水の確保を検討 

 住民等との連携のあり方等の検討 

 国際展開のあり方等の検討 

検討スケジュール 

第1回検討会（2月10日） 

第2回検討会（3月9日） 

第3回検討会（3月26日） 

来年度も検討会を順次実施 

東日本大震災の被災事業体との意見交換 

市民参加の会議 

新水道ビジョン（案）の検討 

パブリックコメント 

新水道ビジョンの公表（H24年度中） 
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水道ビジョンと地域水道ビジョン 

水
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安心 
すべての国民が安心しておいしく飲める水道水の供給 

安定 
いつでもどこでも安定的に生活用水を確保 

持続 
地域特性に合った運営基盤の強化、水道文化・技術の継

承、需要者ニーズを踏まえた給水サービスの充実 

環境 
環境保全への貢献 

国際 
我が国の経験の海外移転による国際貢献 

水道の運営
基盤強化 

安心・快適な 
給水の確保 

災害対策等
の充実 

環境・エネ
ルギー対策

の強化 

国際協力等
を通じた国

際貢献 

地
域
水
道
ビ
ジ
ョ
ン 

地
域
ご
と
・
事
業
者
ご
と
の
具
体
目
標
の
提
示 

キーワード：目標 施策 
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地域水道ビジョン策定状況 
(上水道事業規模別） 
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地域水道ビジョン策定状況 
(用水供給事業規模別） 
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地域水道ビジョン策定見込み 
              (H22年度運営状況調査集計結果) 
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都道府県版地域水道ビジョン策定状況 
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福島県水道整備基本構想2005 
くらしの水ビジョン 

岩手県水道整備基本構想 
いわて水道ビジョン 

埼玉県水道整備基本構想 
埼玉県水道ビジョン 

北海道水道ビジョン 
※今後、道内を６地域に区分して基本構想策定予定 

秋田県水道整備基本構想 
（秋田県版地域水道ビジョン） 

広島県水道整備基本構想 
広島県水道ビジョン 

ながさき２１水ビジョン 

凡  例 

 策定済み 

H24年3月1日現在 



地方分権改革推進計画 
（平成21年12月15日閣議決定） 

地域主権戦略大綱 
（平成22年6月22日閣議決定） 

地方分権改革推進委員会 第1次～第4次 勧告 

地域主権一括法案第２弾 
（平成23年8月30日成立） 

地域主権一括法案第１弾 
（平成23年5月2日成立） 

地方分権・地域主権 

水道法施行規則改正 
（平成23年10月3日施行） 

・事業認可申請書類の簡素化 

水道事業者等が地方公共団体である場合に
は、提出書類を簡素化 
・軽微変更の範囲の拡大 

給水人口増加、給水量増加、取水地点の変更
の各要件について認可を要しない届出範囲を
拡大 

①水道法改正 

・義務付け・枠付けの見直し 
水道の布設工事監督者の配置基準、資格基
準、水道技術管理者の資格基準を条例に委
任（平成24年4月1日施行） 
・権限の移譲 
専用水道、簡易専用水道の事務をすべての
市へ移譲（平成25年4月1日施行） 

②水道原水法改正 
（平成23年8月30日施行） 

都道府県計画のうち、配慮すべき重要事項を
廃止し、公表に係る規定は努力義務化 
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■事業認可申請書類の簡素化 
 水道事業者が地方公共団体である場合には、 

水道事業経営を必要とする理由を記載した書類 
水道事業経営に関する意志決定を証する書類 

の提出を不要とする。 
 水道事業者が地方公共団体で、当該水道事業が他の水道事業を全部譲り受ける場合には、規則第１条の２第
１項にかかわらず、 
 給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと、給水区域を明らかにする書類等 
 水道施設の位置を明らかにする地図 

を申請書の添付書類とする。 

■軽微変更の範囲の拡大 
 水道施設の整備を伴わない変更のうち、給水区域の拡張又は給水人口若しくは給水量の増加に係る変更につ
いて以下のいずれにも該当しない場合は軽微な変更とする。 
 変更後の給水区域が他の水道事業の給水区域と重複するもの 
 変更後の給水人口と認可給水人口との差が認可給水人口の1/10を超えるもの（現在は1/100） 
 変更後の給水量と認可給水量との差が認可給水量の1/10を超えるもの（現在は1/100） 

 取水地点の変更については、河川改修に伴う取水地点の変更等、水源水質に大きな変化がないと認められる
場合には軽微な変更とする。（対象は河川水の場合。） 

 

水道法施行規則の改正（平成23年10月3日公布、同日施行） 

 認可等に関する申請や審査等についての厚生労働省健康局水道課の基本的な考え方を取りまとめたもの 

 認可等にあたっては、それぞれの水道事業や水道用水供給事業によって地域の実情、歴史的な沿革等は千差
万別であることから、それぞれの実態を踏まえて適切に取り組む 

「水道事業等の認可の手引き」の改訂（平成23年10月3日） 

事業認可等に関する改正等について 
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総人口の推移（実測ー中位推計） 
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１億2806万人 

1872（明治5年） 
3481万人 

2110年 
4286万人 

1900年 
4385万人 

１３８年間で 
9325万人増 
68万人／年 

100年間で
8520万人減 
85万人／年 

 出典：人口の推移：総務省統計局「国勢調査報告」、将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月推計・参考推計）」 
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1億2806万人 

1億４２３万人 

9,708万人 

9,056万人 
6,020万人 

4,286万人 

3,014万人 

（年） 

総人口の推移（平成24年推計） 

英9240 

独8735 

仏4136 

伊7196 

１割減 ２割減 1/3減 5%減 

 出典：将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月推計・参考推計）」 
 各国の人口は、日本の面積に換算したもの。 
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【課題】 
・人口減尐に伴う給水収益の減尐。 
・施設稼働率の低下。 
・職員の削減。 
・老朽化した施設の増加。など 

水道事業の抱える課題 

運営基盤や技術基盤を強化するた
めの様々な課題解決については、１
水道事業者のみで対応できるもの
は限られる。 
そのため、新たな広域化や官民連
携等を活用し、水道の再構築を行う
ことが必要。 

将  来  像

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

都道府県

コンサルタント

内部プロセスの見直し

事業統合 官民連携

アセットマネジメント

さまざまな
水道の課題

民
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 平成11年 ＰＦＩ法の施行 

 平成14年 水道法の改正による第三者委託制度の施行 

 平成15年 地方自治法の改正による公の施設の指定管理者制度の創設 

 平成16年 地方独立行政法人法の施行 

 平成18年 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の施行 

 平成23年 ＰＦＩ法改定法の施行による民間事業者による提案制度や公共施設等運営権の創設等 

ア.水道事業経営における連携の概要 

各種法制度の整備 

３（４） 

平成19年11月 水道事業におけるPFI導入検討の手引き 

平成19年11月 第三者委託実施の手引き 

平成20年６月 民間活用を含む水道事業における連携形態に係る比較検討の手引き 

平成20年８月 水道広域化検討の手引き 

平成23年３月 第三者委託実施の手引き（改訂版） 

 

 

各種手引きの策定 

多様な運営形態が可能に 14 



イ.水道事業の第三者委託について 

３（４） 

全国の委託実施状況（H23.4) 

○水道事業者・用供・・・1４６件(H22.4：145件)    

○専用水道       ・・・７７４件(H22.4：593件)  
 

委託の実施・内容の変更時には速やかに届出を 

手引きの見直し内容 

「第三者委託実施の手引き（改訂版）」 

○受託者として共同企業体（JV)も可能であることを明確化。 

○民間活用の際のモニタリングの強化 

○発注時の性能発注方式の促進 
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ウ．水道事業におけるPFI導入について 

３（４） 

全国の導入実態 

○水道事業におけるＰＦＩ事業 

  ９事例、事業費約 50億円～540億円 
    ※   DBO事業除く、契約締結済み分。 

○比較的大規模な事業体での導入事例が多い。 

○排水処理系のPFI事業が大半。 

○浄水施設全般を対象としたものは、横浜市川井
浄水場、契約手続き中として、夕張市、岡崎市。 
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ウ．水道事業におけるPFI導入について 

３（４） 

公共施設等運営権（イメージ） PFIの一般的な事業スキーム 

平成23年11月にＰＦＩ法改正法が施行され、ＰＦＩの対象施設が追加されるとともに、民間
事業者の参入意欲を促進するため、民間事業者が行政に対してPFI事業を提案できる制

度の導入や、民間事業者が施設の運営権を取得し、サービス内容等を設定できる制度の
創設など、ＰＦＩ制度が大きく改正されている。水道事業への適用については、内閣府策定
予定のガイドライン等の内容を踏まえ、厚生労働省において検討する。 
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官民連携推進協議会 

 水道分野を取り巻く環境が年々厳
しさを増す中で、これらの課題に対
し、官民連携など地域の実情に応じ
た形態により、運営基盤を強化する
ことが不可欠である。 
 そのため、平成22年度から、水道
事業者等と民間事業者とのマッチン
グ促進を目的とした協議会を全国の
６会場で実施し、多くの水道関係者
に参加頂いた。 
 今後も、引き続き協議会を継続す
るので、運営基盤の強化等に活用さ
れたい。（水道課HPに協議会情報を
掲載中） 

意見交換 

マッチング 

エ．「水道分野における官民連携推進協議会」の 
   実施について 

３（４） 
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これからの大規模更新等に備えるために、アセットマネジメント
の実践は必要不可欠 

現時点では、中長期的視点をもって、今後の更新に備えている事
業者は一部に限られる 

アセットマネジメントの重要性について各事業者が十分理解した
上で、全ての事業者においてアセットマネジメントの実践が推進さ
れることを意図して「手引き」を策定（平成21年7月7日） 

アセットマネジメント手法も導入しつつ、中長期的な視点に立った、技術的基盤に基づく計画的・
効率的な水道施設の改築・更新や維持管理・運営、更新積立金等の資金確保方策を進めるととも
に、改築・更新のために必要な負担について需要者の理解を得るための情報提供のあり方等につい
て、具体的検討を推進する。 

改訂水道ビジョン（平成20年7月） 

「水道事業におけるアセットマネジメント 
（資産管理）に関する手引き」の策定 

３（５） 

19 



水道施設の特性を踏まえつつ、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサ
イクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化
された実践活動 

水道におけるアセットマネジメントとは 

定義 

３（５） 

更新需要の把握 
・基礎データ（施設、管路の布設年度、法定耐用年

数等）の整備 
・老朽化進行状況の把握 

技術的根拠を有し、財源の裏付けのある更新・耐震化計画の策定及び実行 
 
 

持続可能な水道事業運営が可能 

財政収支見通し 
・料金収入の推移 

・人口等の社会情勢の推移 

機能診断等に基づく更新時期の精緻化 
・耐震診断、地盤調査の実施による更新時期の判断 

資金確保計画の検討 
・料金設定の適正化 
・民間資金の活用可能性の検討 
・経営効率化方策の検討 

中長期的視点（概ね30～40年以上） 
＜アセットマネジメント実践上のポイント＞ 

技術的検討 財政的検討 

20 



（単位：事業者数） 
財政収支見通し 

の検討手法 タイプA 
（簡略型） 

タイプB 
（簡略型） 

タイプC 
（標準型） 

タイプD 
（詳細型） 更新需要 

見通しの検討手法 

タイプ１（簡略型） 26 3 2   

タイプ２（簡略型） 11 92 58   

タイプ３（標準型） 3 9 159   

タイプ４（詳細型）       10 

「アセットマネジメント」の実施状況について 

（単位：事業者数） 

計画給水人口 5万人未満 
5万人～ 
10万人 

10万人～ 
25万人 

25万人～ 
50万人 

50万人以上 
用水供給 

事業 
合  計 

調査事業者数 938 228 156 61 29 93 1,505 

実施事業者数 77 95 93 41 23 58 387 

割  合 8.2% 41.7% 59.6% 67.2% 79.3% 62.4% 25.7% 

 

・調査事業者数1,505事業者のうち、387事業者が実施中又は実施済み。 
・事業規模が大きくなる程、実施割合が増加する傾向にある。 

 

21 
※平成22年度運営状況調査より抽出。なお、タイプ分け項目の未回答事業者(14事業)は未計上。 
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事業評価の適正な実施について 

水道施設整備事業の事前評価及び再評価 
「水道施設整備事業の評価実施要領」（平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正） 

「水道施設整備費国庫補助事業評価実施細目」 （平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正） 

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（平成19年7月策定、平成23年7月改訂） 

「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用」（平成23年7月策定） 

に基づき、適切に評価を実施 
 
※事業評価の事例や知見の蓄積、総務省における政策評価の点検の結果（客観性担保評価活動）や
行政刷新会議「事業仕分け」における評価などを踏まえ、 
平成23年7月、実施要領、実施細目、マニュアルを一部改正するとともに、解説と運用を新たに策定 

対象 
事業 

○簡易水道等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業 
○水道水源開発等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業 
○水資源機構が実施する事業（厚労大臣がその実施に要する費用の一部を補助する者に限る） 
※地域自主戦略交付金は対象としてない 

事前 
評価 

 事業費10億円以上の事業を対象に、事業の採択前の段階において実施 

 事業採択後5年を経過して未着手、10年を経過して継続中、10年経過以降は原則5年経過して継続中
の事業を対象に実施 
 なお、水道水源開発のための施設（海水淡水化施設を除く）の整備を含む事業は、本体工事等の着
手前に実施。ただし、この場合は以後10年間評価を要しない（平成21年4月より導入） 
 また、社会経済情勢の急激な変化等により事業の見直しの必要が生じた場合は、適宜実施 

再評価 

３（６） 
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事業評価への主な意見等 
 

■需要予測にあたっての留意事項 
（総務省「政策評価の点検の結果」、「公共事業の需要予測
等に関する調査に基づく勧告」） 

・需要予測の精度向上について など 

■便益算定方法の明確化 
（総務省「政策評価の点検の結果」） 

・便益の算定方法を明確にすべき 

・便益の算定方法を変更したことの説明を十分に
行うこと 
・給水制限率（節水率）の算定式について 

■評価に関する情報の取扱いについて 
（総務省「政策評価に関する情報の公表に関するガイドライ
ン」） 

・情報の公表に関する基本的な事項について 

■代替案の取扱いについて 
（行政刷新会議「事業仕分け」） 

・水利権の転用等についても考慮した評価の実施 

■社会的割引率について 
（会計検査院「平成２１年度決算検査報告」） 

・評価時点より前の建設費等についても社会的割
引率を用いること 

■低い給水制限率の扱いについて 
（その他） 

・低い給水制限率において便益を算定するのは
過大評価ではないか 

□実施要領（健康局長通達） ⇒ 改正  
第１ 趣旨 
第２ 対象事業及び実施時期 
第３ 評価の実施体制と手順 
第４ 評価の内容及び資料の保存 
第５ 評価の結果に基づく対応 
第６ 評価結果等の公表 
第７ その他 
第８ 施工期日 

□実施細目（水道課長通達） ⇒ 改正  
第１ 評価の対象とする事業の範囲 
第２ 評価の単位の取り方 
第３ 再評価時期 
第４ 評価の内容 
第５ 評価の結果に基づく対応評価に関する資料の保存 

○解説と運用 ⇒ 新規策定 
 具体的な評価の手順や、費用対効果分析以外の評価の内容（特に代
替案立案など）などについて詳細に記載するなど、要領、細目を解説・補
完することにより、より適切に、より容易に事業評価が行われるように新
たに策定する。 
 なお、費用対効果分析については、マニュアルを参考にする。 

□水道事業の費用対効果マニュアル ⇒ 改訂 
 事業評価への主な意見などを踏まえ、よりわかりやすくするため構成の
見直し、費用対効果分析の手法の一部改正等、算定事例の充実を図
る。 

 ・需要予測にあたっての留意事項の充実 
 ・便益算定方法の明確化 
 ・現在価値化の方法の改訂 
 ・年次算定法の充実   など 

意見を踏まえて
改正するととも
に、要領、細目
で重複する等、
分かりにくかっ
た部分を修正 

要領、細目等の改正（平成23年7月）の主な内容について 

３（６） 
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３（７） 

中間とりまとめ 個別ダムの検証の進め方等 
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３ （７） 

中間とりまとめ 個別ダムの検証における新規利水の観点からの検討 
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検証の状況 

 2月13日現在、83ダム事業のうち、２４ダム事業で検証が済み、このうち１７ダム事業が継続、
７ダム事業が中止となった 

直轄 機構 補助 合計 

検証対象 ２５ ５ ５３ ８３ 

継続 １ ０ １６ １７ 

八ッ場ダム（関東地方整
備局） 

厚幌ダム(北海道）、駒込ダム（青森県）、
梁川ダム(岩手県）、最上小国川ダム(山
形県）、河内川ダム、吉野瀬川ダム（福井
県）、金出地ダム、西紀生活貯水池（兵
庫県）、切目川ダム(和歌山県）、庄原生
活貯水池（広島県）、椛川ダム（香川県）、
和食ダム、春遠生活貯水池（高知県）、
五ヶ山ダム、伊良原ダム（福岡県）、玉来
ダム（大分県） 

中止 ２ ０ ５ ７ 

吾妻川上流総合開発（関
東地方整備局）、七滝ダム
（九州地方整備局） 

奥戸生活貯水池、大和沢ダム（青森県）、
大多喜ダム（千葉県）、武庫川ダム（兵庫
県）、大谷川生活貯水池（岡山県） 

（平成24年2月13日時点） 

※国土交通省HP資料等より厚生労働省水道課で作成 

斜字：水道事業の参画なし、若しくは不明 
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検証の状況（検討主体における議論の例） 

○儀明川ダム（Ｆ，Ｎ，Ｗ，Ｓ。建設主体：新潟県。水道事業者：上越地域水道用水供給企業団） 
 水道事業については、最新のデータを基に将来の水需要予測を行った結果、新たな必要量はゼロとなり、ダ
ム事業に参画しない(H22.11)。ただし、治水、消雪の必要性があることから、ダム事業の継続は妥当とされてい
る（平成23年度第１回新潟県公共事業再評価委員会 H23.9） ≪検証中≫ 

○大谷川ダム（Ｆ，Ｎ，W。建設主体：岡山県。水道事業者：新見市） 
 「ダム案（約30.8億円、うち水道約3.6億円）」と、「ダムを建設しない場合の対策案（約9.8億円、うち水道約9.5憶
円）」による総コストを比較すると、ダムを建設しない場合でも、治水及び利水の目的は達成され、大幅なコスト
縮減が見込まれることから、「ダムを建設しない場合の対策案」が適当であり、大谷川ダム事業を継続すること
は適当でない。（大谷川ダム検討会議 H23.7） ≪ダム事業中止（H24.2）≫                        

＜山陽新聞（H23.7.7)＞ 

＜上越タイムス（H22.11.2)＞ 
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検証の状況（有識者会議における議論の例） 

「五ヶ山ダム事業検証に関する検討 報告書」より 有識者会議における議論 

 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議（第13回(3月2日)）においては、水道事業に関
して、水の需要量が増え続けることや水の権利調整などについての議論がされている 
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３ （７） 

検証の状況（予断を持たない検討の実施のお願い） 

 水道事業者においても、直近の実績値や水使用実態等を勘案し、ダム開発量や代替案立案
の可能性などについて、予断を持たず検討するなど、検討主体に対して必要な協力を引き続き
実施するようお願い申しあげます。 

29 



地 震 名 等   発 生 日 最大震度 地震規模(Ｍ) 断水戸数 最大断水日数 

阪神・淡路大震災 平成 7年 1月17日 7 7.3 約 130万戸  90日 

新潟県中越地震 平成16年10月23日 7 6.8 約 130,000戸 約1ヶ月 
（道路復旧等の影響地域除く） 

能登半島地震 平成19年 3月25日 6強 6.9 約 13,000戸 13日 

新潟県中越沖地震 平成19年 7月16日 6強 6.8 約 59,000戸 20日 

岩手・宮城内陸地震 平成20年 6月14日 6強 7.2 約 5,500戸 18日 
（全戸避難地区除く） 

岩手県沿岸北部を震源とする
地震 

平成20年 7月24日 6弱 6.8 約 1,400戸 12日 

駿河湾を震源とする地震 平成21年8月11日 6弱 6.5 約75,000戸※ 3日 

東日本大震災 平成23年3月11日 7 9.0 約 230 万戸 約5ヶ月 
（津波被災地区等除く） 

※駿河湾で断水戸数が多いのは緊急遮断弁の作動によるものが多数あったことによる。 

近年の自然災害による水道の被害状況 
主な地震による被害 

時期・地域名 断水戸数 最大断水日数 

平成21年7月 中国・九州北部豪雨 約 87,000戸 11日 

平成22年 梅雨期豪雨 （山口県、秋田県、広島県等） 約 17,000戸 6日 

平成23年7月 新潟・福島豪雨 約 50,000戸 68日 

平成23年9月 台風12号（和歌山県、三重県、奈良県等） 約 54,000戸 26日(全戸避難地区除く) 

平成23年9月 台風15号（静岡県、宮城県、長野県等） 約 16,000戸 13日 

主な大雨による被害 

３（８） 
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現  状 十分な耐震化が図られていない状況 

検討会 

審議会 

H18：管路の耐震化に関する検討会 

H19：水道施設の耐震化に関する検討会 

    厚生科学審議会生活衛生水道部会 

省令改正 
・備えるべき耐震性能を明確化 

・更新に併せて耐震化を推進 

水道施設の技術的基準を定める省令（H20改正） 

改正省令の公布：平成20年3月28日 改正省令の施行：平成20年10月1日 

施行通知： 平成20年4月8日 健水発0408001号 厚生労働省水道課長通知 

３（８） 
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対レベル１地震動 対レベル２地震動 

重要な水道施設 健全な機能を損なわない 生ずる損傷が軽微であっ
て、機能に重大な影響を
及ぼさない 

それ以外の水道
施設 

生ずる損傷が軽微であっ
て、機能に重大な影響を
及ぼさないこと 

レベル１地震動 ：施設の供用期間中に発生する可能性（確率）が高い地震動 

レベル２地震動 ：過去から将来にわたって当該地点で考えられる最大規模の 

 

水道施設の重要度と備えるべき耐震性能 

既存施設への適用： 既存施設についても、時を移さず新基準に適合させること
が望ましいが、大規模な改造のときまでは新基準の適用を
猶予する。 

強さを有する地震動 

(平成20年3月28日改正 水道施設の技術的基準を定める省令) 

３（８） 
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重要な 

水道施設 

・取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設 
 

・配水施設のうち、破損した場合に重大な二次災害を生
ずるおそれが高いもの 

 

・配水施設のうち、配水本管及びこれに接続するポンプ
場、配水池等、並びに配水本管を有しない水道にお
ける最大の容量の配水池等 

 

それ以外の 

水道施設 

・上記以外の水道施設 

 →配水支管、末端部の小規模な配水池など 

当該水道において最大でない配水池等についても重要度の高い配水池
等についてはより高い耐震性能が確保されることが望ましい 

水 道 の 施 設 基 準 
＜水道施設の重要度による分類＞ 

３（８） 
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（１）現に設置されている水道施設の耐震化 

• 速やかに耐震診断等を行い耐震性能を把握し、早期に耐震化計画を策定した上
で、計画的な耐震化の推進が望ましい。 

• 重要度、緊急度の高い対策から順次計画的な耐震化が望ましい。 
  

  〔参考となる図書〕 

   ・ 「水道の耐震化計画等策定指針」 

   ・ 「管路の耐震化に関する検討会報告書」 
   ・ 「水道施設耐震工法指針・解説 2009」 （日本水道協会） 

   
 （２）水道の利用者に対する情報の提供 

• 水道施設の耐震化のため、必要な投資に対する水道の利用者の理解が不可欠
である。 

平成20年4月8日 健水発0408002号 厚生労働省健康局水道課長通知 

水道施設の耐震化の計画的実施について 

平成23年10月3日水道法施行規則の一部改正 

規則第17条の２において定める水道事業者が水道の需要者に対して情報提供を行

う事項に、水道施設の耐震性能及び耐震性の向上に関する取組等の状況に関する
事項を追加した。（年１回以上） 

３（８） 
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水道基幹管路の耐震適合率（平成22年度末） 
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【全国値】 （21年度）     （22年度） 

   ３０．３％ → ３１．０％ 
 前年度からの伸びはわずか０．７ポイント 

水道管路は高度成長期に多くの布設がなされているが、これらは耐震性が低く、震災時の安定給水に課題
がある。全国の耐震適合性のある管路の割合は31.0％にとどまっており、事業体間、地域間でも大きな差が
あることから、全体として底上げが必要な状況である。 

３（８） 
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水道事業における耐震化の状況 

基幹管路 浄水施設 配水池 

３（８） 
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 昨年度からの上昇は0.7ポイント
にすぎず耐震化が進んでいると
は言えない状況。 

 水道事業者別でも進み具合に大
きな開きがある。 
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 施設の全面更新時に耐震
化が行われる場合が多く、
基幹管路と比べても耐震
化が進んでいない。 

29.3  

34.5  

38.0  

0 

10 

20 

30 

40 

50 

H20 H21 H22 

耐
震
化
率
・
％
 

年度 

 単独での改修が比較的
行いやすいため、浄水施
設に比べ耐震化が進ん
でいる。 
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３（８） 

37 



平成２３年度国庫補助事業歩掛表 主な改定点 

項 目 背 景 改 定 内 容 

①新耐震管布設 
（ダクタイル鋳鉄管に   
  GX形追加） 

布設コストの縮減可能な
新型耐震管が開発、規格
化されたことによるもの 

（要望者：水団連） 

従来からある開削工歩掛の
「標準掘削断面」、「鋳鉄管
布設工」にGX形鋳鉄管の歩
掛を追加 

②鋼管内面塗装 
 （無溶剤エポキシ追加） 

現場での使用頻度の増加
によるもの 

（要望者：水道事業者） 

従前は液状エポキシのみで
あった「内面塗装歩掛表」に
無溶剤エポキシを追加 

③既設管撤去工 

 （鋼管、塩ビ管追加） 
同上 

従前は鋳鉄管のみであった
「既設管撤去工」歩掛に鋼管
と塩ビ管を追加 

④ＲＣ配水池 

 耐震補強設計 

配水池の耐震補強工事実
績の増加によるもの 

（要望者：水コン協） 

「設計業務委託標準歩掛」に
「耐震補強設計歩掛」「RC配
水池」を追加 

※既に今年度の歩掛表に反映済み 

３（８） 
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災害復旧費国庫補助について 

対象施設 ： 地方公共団体が管理する認可を受けた水道事業（用水供給事業）のため  

       の施設であって次の施設に係る建物、工作物、土地、土地造成施設、設備 

        ・取水施設 ・貯水施設 ・導水施設 ・浄水施設 ・送水施設 ・配水施設 

        ただし、消火栓、給水装置、事務所、門、さく、へい、植樹、維持管理のた 

めの施設は対象としない。 

  ※飲料水供給施設は簡易水道に準じて扱う 

    ※東日本大震災では自治体施工による第一止水栓より上流側の給水装置も対象 

 

復旧方法 ： 必要最小限度の原形復旧が大原則 

  ・原形復旧が不可能な場合、従前の効用を復旧するための施設 

  ・原形復旧が著しく困難または不適当な場合、代わるべき必要な施設 

  ・被災した工作物の耐震性確保による復旧なども原形復旧とみなす 

 

復旧費種目 ： 本工事費、附帯工事費、測量費、試験費、応急仮工事費 

          ※応急仮工事は民生安定上緊急に施工しなければならない仮工事 

     ※東日本大震災では漏水調査も対象 

 

調査前施工工事の扱い ： 現地調査前に施工している復旧工事については、被害写真 

等により被災事実を確認できるものに限り対象 

３（８） 

39 



「給水装置工事事業者の指定制度」 

全国一律要件の給水工事事業者 
の指定制度（平成10年4月施行） 

・厚生科学審議会生活環境水道部会等における検討・審議 
・厚生労働省健康局水道課長通知（平成20年3月） 
 「給水装置工事事業者の指定制度等の適正な運用について」 

改正法施行後10年経過した時点で、 
規制緩和の効果・施行状況について検討を加え、 
必要な措置を講じる。（附則第6条に規定） 

改正水道法（平成8年6月公布） 
・給水装置工事事業者の指定要件の統一 
・給水装置工事主任技術者の国家資格 
 など 

H8法改正 

10年後の検証 

３（９） 
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平成２０年３月２１日水道課長通知（健水発第0321001号） 

「給水装置工事事業者の指定制度等の適正な運用について」 

＜通知文より抜粋＞ 

有識者による検討会及び厚生科学審議会生活環境水道部会において、現
行制度が水道の適正を確保する上で重要な役割を果たしていると評価さ
れた一方、改善を要する課題が示され、その解決の方向が取りまとめら
れた。 

 貴職におかれては、下記に示した課題と解決の方向を踏まえて所要の
措置を講じ、給水装置工事事業者の指定制度をより適正に運用いただく
ようお願いする。 

 

記（要約） 
 

１．指定給水装置工事事業者に対する講習・研修の実施 

２．給水装置工事主任技術者等に対する研修の実施 

３．需要者への指定給水工事事業者に関する情報提供 

４．指定給水工事事業者の指定取消し処分基準の整備 

５．各主体（水道事業者、指定工事業者等）からの啓発・広報活動 

６．適切な配管技能者（施行規則第36条第2号に規定）の確保 

「指定給水装置工事事業者制度に関する検討会報告書」に基づき水道事業者等に通知発出 

３（９） 
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「給水装置工事の適切な施工とトラブルの防止のために」 (H21.6) 

   
 
  

 ○需要者への情報提供 
  → 指定工事店リスト、修繕など対応できる内容、対応時間等、 
      詳細な情報提供が効果的。 

 ○悪質商法への対応 
   → リーフレット等を用いた分かりやすい情報提供が効果的。 

      被害が起きた際には、消費者行政の担当部署との連携も重要。 

  ○無届工事への対応 
  → 指定工事事業者に対する講習・研修を通じて、届出の必要性を周知徹底。 
              無届工事発生後の対応手順についても明確化。 
  

・給水装置における誤接合の防止 
   → 埋設管の誤認に注意。残留塩素の量を確認するなど適切な措置を徹底。 
 

給水装置工事のトラブル防止への取組 

ホントの 

目的は契約 

３（９） 
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 ○施設の図面等、常に最新の記録を整備。 

       他種地下埋設物の状況が把握できるよう配慮。 
  

 ○給水管の分岐工事の際などには、給水装置工事 
       主任技術者に対して水道事業者からも積極的に 
       情報提供。 
  

 ○埋設管の誤認に注意。残留塩素の量を確認する 
       など適切な措置を徹底。 
  

 ○適切な技能者が従事するよう、工事事業者に対す 
   る 確認 及び 助言・指導。 
 

給水装置の誤接合防止に向けて 
水道事業者が取り組むべきこと 

３（９） 

平成14年12月6日事務連絡の要点 
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給水装置主任技術者免状の返納命令 
に係る処分基準について 

○水道法第二五条の五第三項に基づく給水装置工事主任技術者免状の返納命令に係る取扱いについて 

(平成11年8月24日) (生衛発第1185号) 

「給水装置工事主任技術者免状の返納命令に係る処分基準」 
（水道法第25条の5第3項に定める返納命令に係る処分基準） 

 

  水道法違反の事実が明白、かつ重大で次のいずれかに該当する場
合は返納命令を行う。 

イ 違反行為により水道施設の機能に障害を与え、またはおそ
れが大と認められる場合 

ロ 過去に警告を受けているにもかかわらず、故意に違反行為
を繰り返した場合 

 

  水道法違反の事実は明白であるが、上記処分基準に該当しない場
合には、再発防止の観点から水道課長名で文書による警告を行う。 

 
※ 対象事案の把握には水道事業者の協力が不可欠ですので、報告等の協力をお願いします。 

３（９） 
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• 鉛に関する水道水質基準 
   ・ 0.01mg/L 以下に強化 （H15.4.1より） 

 
• 水道ビジョン 
   ・ 鉛製給水管の総延長を 
   できるだけ早期に ゼロ にする 
 

• 「鉛製給水管の適切な対策について」  （H19.12課長通知） 

  ①使用者（所有者）を特定し、個別に広報活動を実施 

  ②布設替計画の策定 
    特に公道部（配水管分岐部～水道メーター）の布設替え促進 

  ③布設替えが完了するまでの水質基準の確保 
    鉛の溶出対策 や 鉛濃度の把握    

鉛製給水管への適切な対応 
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給水装置における地震対策① 

大規模な地震が発生した場合、給水装置への一定の被害は避け
られないため、耐震性を向上させるとともに、被災した場合に速やか
な復旧が可能となるように準備することが大切である。 

また給水装置の地震対策のための改良等にあたり所有者に負担
を求める場合には、理解を得るためのPR等が重要である。 
 
＜地震対策の例＞ 
・給水装置の耐震化 

   変状の大きい地盤に布設する給水管には、伸縮可とう性の高い
継手を採用する。 

・止水栓等の配置への留意 

   復旧作業の迅速化のために、止水栓は見やすく、家屋倒壊によ
る影響を受けにくい公道側等に配置する。 

「水道の耐震化計画等策定指針の解説」より 

３（９） 

46 



津波により大きな被害を受けた地域では・・・ 

ガレキ等により水道復旧工事の施工が困難な状況 
   水道本管、仕切弁、各家庭の給水管の止水栓など地中埋設物の 
   位置確認が困難で作業がなかなか進まない 

工事作業者の技能・経験が作業の進捗に大きく影響 

給水装置における地震対策② 

３（９） 
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給水装置における地震対策③ 
～図面等による給水装置の管理 

管理図面の例 

平時より給水装置を詳細な図面等で管理
し、止水栓の位置を把握しておくことも有効 

ガレキの下にある止水栓を 

早期に発見するには 
各戸の図面（宅地内の位置の把握） 

道路の図面（水道本管との接続の把握） 

しかし・・・ 

今回の震災では、水道の事務所が流失し、 

管理図面自体を失ってしまった事例も 

管理図面、データ等のバックアップの確保 

 ～同時の消失を避けるため、想定リスクを  

   検討し異なる場所での保管管理を 

３（９） 
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水道法施行規則第３６条第２項【事業の運営の基準】 

配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーターま
での工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常
を生じさせないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はその者に
当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 

給水装置工事の技術力の確保について 

 平成23年8月の事務連絡において、給水装置工事で「適切に作業を行う

ことができる技能を有する者」の確保のために、配管技能に係る資格等を
関連する規程等に明示する等の方策を推進するよう水道事業者等にお願い
している。水道工事における工事事業者の技術力の確保は、災害時の復旧
活動の迅速化にも大きく寄与する。 

・被災地の応援には、現地での工法や材料の幅広い技能が必要 

・迅速、確実な復旧には、現場状況を直ちに判断できる実務的技能が必要 

平成20年3月水道課長通知「給水装置工事事業者の指定制度等の適正な運用について」において、水

道事業者に対して、既存の資格や講習制度を活用し、適切な配管技能者の確保のため指定工事事業
者への助言、指導に努めるようお願いしている。 

平成23年8月事務連絡（東日本大震災後） 

平成20年（制定後10年後）の制度検証時の通知 

３（９） 
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全国の電力の約0.9％を消費 

ア.「水道事業における環境対策の手引書」 
   の改訂（平成21年７月） 

○具体例の内容の充実 

○環境計画の策定、進行管理の内容を盛り込む 

 （ＨＰで、環境計画策定の支援ファイルを掲載） 
 

手引き改正のポイント 

水道事業のエネルギー使用量 

50 
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イ．省エネ法の改正について 

・報告単位が変更（事業所単位 → 事業者単位） 
・改正後の報告手順 

 事業全体のエネルギー消費量を把握 

 →報告対象（原油換算1,500kl/年以上）に該当するか確認 

 →該当する場合、毎年度７月末日までに、「中長期計画書」 
   及び「定期報告書」を提出 

 

法改正のポイント 

「上水道業、下水道業及び廃棄物処理業に属する事業の用に
供する工場等を設置しているものによる中長期的な計画の作
成のための指針」を改正（平成22年3月） 

 中長期的方針 

51 
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ウ．地球温暖化対策法の改正 
             (平成20年6月）について 

事業者に二つの努力義務 

○事業に伴う温室効果ガス排出抑制 

○国民の取組に寄与する措置の実施 

         （見える化の推進等） 

法改正のポイント 

52 
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○水道事業者等による排出削減見込み量 

 

  全国で約35～37万ｔ－ＣＯ２／年 

       

○毎年度省エネルギー・再生可能エネル
ギー対策の実態調査を実施 

エ．「京都議定書目標達成計画」 
          に係る実態調査ついて 

（平成20年3月閣議決定） 

（昨年度に引き続き、運営状況調査のなかで調査を実施） 

省エネ・再生エネ対策 

53 

３（１０） 



オ．廃棄物・リサイクル対策について 

54 
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